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要旨： 本研究では、環霧島地域を事例として越境連携の展開のあり方を検討した。環霧島地域では環霧島会議や霧島ジオパー
ク推進連絡協議会が設置されているが、一方で、地域内の自治体はこれらの枠組みとは異なる越境連携を有し、これらの
越境連携の存在が「環霧島」の枠組みを支えている。広域的な地域連携には、地理的・歴史的条件に裏打ちされた既存の
地域連携をうまく取り込むことが、重要であると考える。 
 
キーワード： 地理的要因、歴史的要因、重層性、継続性、環霧島地域 
 
1. 越境地域政策研究の視点 
(1) 研究の背景 
① 先行研究 
 現在日本が直面している課題をふまえて地方行政
制度のあり方を考えるとき、「自治体間連携」が一つ
のキーワードとなっている。これに関して近年、連
携がなされるようになった経緯、連携の内容、意義
と課題など、国内外の事例に関する研究が増加し、
定住自立圏構想をはじめとした諸政策が展開されて
きている。地域連携のなかでも、県境を超えるとき
には問題が生じやすいことが指摘されてきたが、そ
の一方で県境を越えた地域連携が行われ、越境地域
政策が展開されている事例も見られる。 
 越境地域政策をめぐってはすでに研究が進んでお
り、(1)県境地域で地域連携を実施する必要性、(2)
実際に行われている地域連携がどのように展開され
ているか、(3)県境地域の現状、についての研究が進
められてきている。 
 県境地域で地域連携を実施する必要性を検討した
ものとしては、北陸地方を対象とした市町村に対す
る意識調査から、県境地域の地域連携に必要とされ
る機能の把握を行った嶋田ほか(1997)、県境を越え
た生活行動圏の実態分析から地域連携の必要性を指
摘した永柳ほか(1990)や 蟹江(1997)がある。 
 実際に行われている地域連携が、どのように展開
されているのか明らかにしたものとしては、地域連
携組織の活動から県境地域の政策的地域連携内容を
分析した戸田ほか(2005)、府県連携による政策の特
性と課題を分析した野田(2015)、県境を越えてなさ
れる事業の傾向と効果・課題等について整理し、県
境を越えてなされている連携分野と地域特性との関
係を分析した国土交通省国土政策研究所(2010)があ
る。 
 県境地域の現状を明らかにしたものとしては、県
境地域の人口動向分析を行った国土交通省国土政策
研究所(2010)がある。 
 
② 越境地域政策の性質 
 上述の国土交通省国土政策研究所(2010)は、多く
の越境地域政策の事例を収載しており、データベー
ス的な側面もある。環霧島地域について検討する前
に、ここで国土交通省国土政策研究所(2010)やその
他の行政資料を用いて、越境地域政策がどのような
性質を持つのか若干の検討を加えておきたい。 
 国土交通省国土政策研究所(2010)からは、(1)生活
圏を共有する少数自治体による連携が非常に多く見
られること、(2)越境地域政策が集中する地域には偏
りがあること、(3)従来の生活圏を共有する少数自治
体による連携とは異なる、必ずしも歴史性・地理性
を共有しない地域での連携が見られるようになって
きていること、を読み解くことができる。 
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表１ 地方自治法上の制度の越境地域政策への利用
状況 
共同処理方式の種類 (複数都道府県にまたがるもの)/（総数） 割合 
協議会 7/210 3.3% 
機関等の共同設置 1/416 0.2% 
事務の委託 911/5,979 15.2% 
一部事務組合 18/1,515 1.2% 
広域連合 1/115 0.9% 
地方開発事業団※ 0/1 0.0% 
合計 938/8,236 11.4% 
「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成 26 年 7 月 1 日
現在）」（http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei03_0
2000025.html）に基づき作成。 
※地方開発事業団の制度は 2011 年に廃止されている。 
 
 総務省から出されている「地方公共団体間の事務
の共同処理の状況調」は、協議会、機関等の共同設
置、事務の委託、一部事務組合、広域連合の運用状
況に関する資料である。ここからは、地方自治法上
に位置付けられるこれらの自治体連携のための制度
はほとんど越境地域政策に用いられていないことが
確認できる。唯一、一部事務組合が比較的利用され
ているが、複数都道府県にまたがる一部事務組合の
主な事務の内容としては、ごみ処理、し尿処理、火
葬場など、小規模自治体が単独で維持することが難
しい施設の運営についての連携が中心であり、政策
性が少ない（表１）。 
 一方、国土交通省国土政策研究所(2010)によれば、
県境地域連携促進に関する制度がさまざまな省庁所
管で用意されており、実際にこれらの制度を用いて
越境地域政策が展開されている（表２）。 
 以上より、越境的な地域連携は、地方自治法上の
制度を用いず、省庁所管の県境地域連携促進に関す
る制度を利用して行われている実態が窺える。 
 ちなみに、今回対象とする環霧島地域における越
境地域政策は、地方自治法上の自治体連携のための
制度を用いているものにも、省庁所管の県境地域連
携促進に関する制度を用いているものにも該当しな
い。環霧島地域における政策は任意の協議会を通し
て展開されてきており、ボトムアップ型の取り組み
であるといえよう。 
 
表２ 省庁所管の県境地域連携促進に関する制度 
担当府省庁 施策事業名 
国土交通省
(35) 
広域地方計画先導事業(1) 
水源地域の保全・活性化の推進(0) 
かわまちづくりの推進(2) 
地域公共交通活性化・再生総合事業等(4) 
ニューツーリズム創出・流通促進事業(2) 
日本風景街道の推進(5) 
観光圏整備事業(11) 
ビジット・ジャパン・アップグレード・プロジェ
クトの推進等による国際観光の推進(8) 
まちづくりナビプロジェクト(2) 
総務省(5) 過疎地域の自立活性化推進に関する調査(1) 
定住自立圏構想推進事業(2) 
過疎地域集落再編整備事業(1) 
過疎地域等自立活性化推進事業(1) 
農林水産省
(5) 
上下流連携いきいき流域プロジェクト事業(1) 
山村再生総合対策事業(0) 
鳥獣害防止総合対策事業(4) 
経済産業省
(1) 
外国企業誘致地域支援事業(1) 
内閣府(1) 地方の元気再生事業(1) 
環境省(0) エコツーリズム総合推進事業費(0) 
国土交通省国土政策研究所(2010)に基づき作成。「担当府県省庁」
と「施策事業名」の括弧内はそれぞれ、「複数県にまたがるものの
数の合計値」と「複数県にまたがるものの数」を示す。 
 
 (2) 本研究の視点 
① 研究の目的 
 以上のように、越境地域政策をめぐってはすでに
研究が進んでいるが、(1)県境地域における政策がど
のような特性をもつのか、(2)県境地域のうち越境地
域政策を有するのは、あるいはさらに進んでガバナ
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ンス形成が実現しているのはどのような地域なのか、
ということについてはいまだ十分な説明がなされて
いない。本研究は、環霧島地域を事例として、これ
らの問題に歴史的・地理的な観点から答えようとす
るものである。 
 
② 研究の方法 
 本研究ではまず、県境地域における課題について
検討する。検討にあたっては、地方紙における県境
をめぐる記事の整理と、自治体職員からの聞き取り
調査を行った。 
 次に、実際に越境政策に取り組んでいる地域がも
つ歴史的・地理的条件について検討する。検討にあ
たっては、聞き取り調査に即しながら、地方誌や国
土数値情報などの資料を利用した。以上の作業を通
して、環霧島地域で行われている越境地域政策を事
例に、越境地域政策の展開のあり方を見る。 
 なお、聞き取り調査は、以下の日程で行った（表
３）。 
 
表３ 聞き取り調査の日程と内容 
日程 内容 
2015/2/13 霧島市にて、環霧島会議と錦江湾奥会議について
のヒアリング 
2015/8/7 霧島市にて霧島ジオパーク推進協議会の概要、協
議会が発足した経緯、成果と課題、他の自治体・
企業・地元住民との連携状況等についてのヒアリ
ング 
2016/2/19 湧水町・えびの市にて、環霧島会議や霧島ジオパ
ークに対する市の取り組みの現状、他の自治体と
の連携状況等についてのヒアリング 
2016/2/22 都城市・曽於市にて、環霧島会議や霧島ジオパー
クに対する市の取り組みの現状、他の自治体との
連携状況等についてのヒアリング 
2016/3/14 小林市・高原町にて、環霧島会議や霧島ジオパー
クに対する市の取り組みの現状、他の自治体との
連携状況等についてのヒアリング 
 
 
2. 環霧島地域における越境地域政策の取り組み 
(1) 環霧島地域の概要 
 環霧島地域は、霧島連山を取り巻き、宮崎県と鹿
児島との県境に位置する地域である。当地域には宮
崎県都城市・高原町・小林市・えびの市、鹿児島県
湧水町・霧島市・曽於市の 7 つの自治体がある。エ
リア全体の面積は 2,722.21km2 で、人口は 416,951
である（住民基本台帳調べ、2016 年 5 月 1 日現在）。
都城市と霧島市は 10 万超の人口を有するが、他の市 
 
表４ 環霧島地域構成自治体の人口・面積 
市町名 人口（人） 面積（㎢） 
都城市 167,657 653.36 
高原町 9,187 85.39 
小林市 45,884 562.95 
えびの市 19,476 282.93 
湧水町 9,945 144.29 
霧島市 126,945 603.18 
曽於市 37,857 390.11 
合計 416,951 2,722.21 
※住民基本台帳人口（平成 28 年 5 月 1 日現在） 
 
 
図１ 調査対象地の位置 
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町は人口 5 万未満で、人口にはばらつきがある（表
４）。霧島市は 1 市 6 町、都城市は 1 市 4 町、小林市
は 1 市 1 町 1 村、曽於市は 3 町、湧水町は 2 町が、
それぞれ平成以降に合併し現在の市町域となってい
る（図１）。 
 
(2) 環霧島地域における越境地域政策の経緯 
 環霧島地域では、前田終止霧島市長の発案により
2007 年に 5 市 2 町からなる環霧島会議が発足した。
2007 年 11 月以降、構成自治体の持ち回りで年に 2
回の会議を行っている。発足当初より地方自治法の
枠組みや、省庁所管の県境地域連携促進に関する制
度によらない、任意の組織となっている点が特徴的
である。会議は主に構成市町の負担金により、自立
的に運営がなされている。会議での検討課題は、環
境・観光・防災・教育・広報・農林と多岐にわたり、
それぞれ専門部会レベルで検討がなされている。 
 
表５ 環霧島会議と霧島ジオパーク推進連絡協議会
の構成員 
環霧島会議 構成市町の首長及び議会議長 
霧島ジオパーク 
推進連絡協議会 
構成市町の首長及び議会議長、鹿児島県姶
良・伊佐地域振興局長及び大隅地域振興局
長、宮崎県北諸県農林振興局長及び西諸県
農林振興局長、霧島商工会議所会頭、(社)
霧島市観光協会会長、南九州ケーブルテレ
ビネット(株)代表取締役、霧島温泉旅館協
会会長、鹿児島県上野原縄文の森園長、霧
島市商工会会長、霧島市特産品協会会長、
(財)自然公園財団えびの・高千穂河原支部
所長、環霧島青年会議代表、宮崎地質研究
会会長、えびの市商工会会長、南国交通(株)
空港自動車営業所長、えびの市観光協会会
長、霧島市国際交流協会会長、霧島市文化
協会会長、(社)都城観光協会会長、(社)都城
青年会議所理事長、都城商工会議所会頭、
霧島ネイチャーガイドクラブ会長、霧島ジ
オネット代表（平成 22 年 10 月 14 日現在） 
※環霧島会議規約、霧島ジオパーク推進連絡協議会規約に基づき作
成。 
 
 環霧島会議では、2008年 10月の第３回会議以降、
ジオパークの認定を目指すことが中心的な課題とな
った。2010 年に「霧島ジオパーク」として、日本ジ
オパークネットワークに加盟して以降、実際的な連
携は霧島ジオパーク推進連絡協議会ベースで行われ
ている。霧島ジオパーク推進連絡協議会には、多様
な主体が参画している（表５）。ただし、湧水町長と
議長は 2010 年 3 月に財政的理由で退会している。 
 
3. 地域の実情と越境地域政策 
(1) 従来の広域的な行政課題 
 環霧島地域における共通の課題を検討するべく、
宮崎日日新聞と南日本新聞の 2 紙の地方紙を利用し
た検討を試みた。ここでは、「鹿児島県」「宮崎県」
「県境」の３つのキーワードを用いて記事検索を行
い、そのなかで環霧島地域に関する記事を拾い上げ
ることとした。 
 新聞記事の検索から拾い上げることのできた環霧
島地域を構成する自治体全体に共通する課題は必ず
しも多くない。道路整備状況の問題、住民の生活と
行政サービスの不一致の問題といった課題が多く出
てくるとの想定で調べたが、実際に課題として取り
上げられた数は非常に少なかった(ⅰ)。霧島山を取り
巻く自治体に共通する課題としては、山岳遭難対策
(ⅱ)、噴火時の砂防計画(ⅲ)があった（表６）。 
 「環霧島」としてのまとまりには、防災の面にお
いて重要な課題がある一方、環境・観光・教育・広
報・農林等、他の側面については、切実性をもった
課題が指摘されてきたわけではないようだ。 
 
(2) 発展的な広域的な行政課題 
環霧島会議は、「日本最初の国立公園の 1 つである
霧島屋久国立公園の『霧島山』をふるさとの山と捉
える自治体が、それぞれの行政区域を越えて連携し、
環境、観光、防災及び教育等に係わる様々な施策・
事業について、お互いに知恵を出し合い、協働する
ことにより、地域活性化を図る」ことを目的に設立
されたもので、発足当初より、霧島山を共通のテー
マに多面的な連携を図る、という趣旨のものであっ
た。切実性をもった特定の課題の解決を目指すもの
ではなく、環境・観光・防災・教育・広報・農林等、 
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表６ 地方紙における宮崎・鹿児島の県境をめぐる
話題 
種類 話題 
災害 
えびの地震 
山岳捜査 
口蹄疫 
噴火時の砂防計画 
疫病 
鳥インフルエンザ 
はしか 
鳥獣害 シカの一斉駆除 
教育 越境通学 
医療 病院の連携 
交通安全 
えびの署と横川署合同で警戒 
3 警察署が合同会議 
3 県合同啓発イベント 
産業 
企業の県外系列との合併 
原子力発電所 
九州新幹線開通 
ウナギの流通管理上の課題 
観光 
・ 
イベント 
川内川下り 
九州一周駅伝 
3 県境観光マップ 
スタンプラリー 
九州一周浪漫ウォーク 
人力車リレー 
会議 
鉄道で地域活性化意見交換 
定住自立圏構想 
鹿児島県と宮崎県の交流を図るシンポジウム 
志布志湾岸の連携 
環霧島会議 
南日本新聞、宮崎日日新聞を利用して作成。網掛け部分は環霧島地
域内で完結する話題。 
 
多面的に地域の問題を検討し、地域の活性化を目指
すものであり、従来とは異なる、より発展的な広域
行政課題の解決を目指すものであると見ることがで
きる。 
以上のような目的が、地質資源を保全・保護しな
がら観光・教育・防災に活かそうとするジオパーク
の考え方に合致した。現在はジオパーク活動を通じ
た具体的な政策として展開されている。 
 
4. 越境地域政策が成立した要因 
(1) 従来存在してきた広域的なつながり 
 地方紙を見ると、都城市・曽於市、えびの市・湧
水町において生活レベルの連携記事が多く見られる。 
 例えば、都城市と曽於市との間には、越境通学の
記事が見られ、周辺の環霧島地域以外の自治体を含
めて、志布志湾岸の連携(ⅳ)や、定住自立圏構想(ⅴ)
に関する記事が見られた。実際に交通網の整備状況
を見ても、都城市・曽於市の関係は深く、霧島市・
曽於市間の移動よりも都城市・曽於市間の移動の方
がはるかに容易である 
 えびの市と湧水町との間では、川内川下り(ⅵ)、人
力車リレー(ⅶ)など、3 県境をまたぐイベントに関す
る連携の記事が見られた。 
 また、これらの地域においては、「環霧島」の枠組
みとは異なる越境地域政策を有している。例えば、
都城市・曽於市と周辺自治体との越境地域政策には、
環霧島会議、霧島ジオパーク推進連絡協議会、都城
広域定住自立圏構想、南九州総合開発協議会がある
（図２）。このほか、曽於市を含まない、都城市と周
辺自治体との越境地域政策として吉都線利用促進協
議会がある。 
 えびの市・湧水町と周辺自治体との越境地域政策
としては、環霧島会議、九州南部「川と森」の県際
交流推進会議、三州同盟会議、吉都線利用促進協議
会、肥薩線を未来へつなぐ協議会、肥薩線利用促進・
存続期成会、川内川圏域懇談会がある（図３）。この
他、湧水町を含まない、えびの市と周辺自治体との
越境地域政策として霧島ジオパーク推進連絡協議会
がある。 
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 図２ 都城市・曽於市と周辺自治体との 
越境地域政策 
聞き取り調査に基づき作成。丸数字は都城市・曽於市と該当自治
体の越境連携の重複数。 
 
 
図３ えびの市・湧水町と周辺自治体との 
越境地域政策 
聞き取り調査に基づき作成。丸数字は都城市・曽於市と該当自治
体の越境連携の重複数。 
 
 聞き取り調査によれば、自治体間の関係性は職員
間の普段の交流を通じて育まれてきているという。
自治体間では国や県からの調査等に対応する際に相
談しあうことも多いが、当該地域では県内の他の市
町村と同じかそれ以上の頻度で相談し合うという。
日常生活圏が重なっていることから、日常的に顔を
合わせる機会も多い。改まった場での交流ではなく、
日常的な交流が地域間の連携に繋がっている。たと
えば、人力車リレーは、このような職員間の交流か
ら実現した。ただし、どの世代も等しく交流がなさ
れているわけではない。ある特定の世代において、
交流が活発になされ、その頃に様々なイベントがな
された。現在、その頃企画部署にいた人たちが一巡
して再び企画部署に戻ってきたことで、再度地域連
携の機運が高まってきているという。 
 ちなみに、県境を越えた地域連携において問題と
なるのは、県から補助金を受け取る場合の調整等の
問題であり、それ以外には問題が見当たらないとい
う。地域連携が必要な課題については随時連絡をと
りあって調整を行い、解決してきているという。 
 
(2) 広域的なつながりの地理的・歴史的要因 
 以上のように、以前から継続してきている関係性
がある。なぜ、この地域ではこのような関係性が築
かれてきたのだろうか。 
 環霧島地域にあたる地域はいずれも長く島津藩の
支配下にあった地域である。一般的に藩の境界性は
強いとされるが、ここにはその境界が存在しない。
したがって、距離と地形による地理的障壁が、自治
体間の関係性に強い影響を与えていると考えられる
(ⅷ)。都城市と、曽於市の旧末吉町、えびの市・湧水
町の旧吉松町においては、集落間の距離が近く、県
境をまたいで市街地が広がっている様子を確認する
ことができる（図４）。日常生活圏を共有することか
ら自然と一体感が醸成されてきたのであろう。 
 また、都城市と曽於市は定住自立圏構想や南九州
総合開発協議会を通じて周辺の自治体と連携をして
きている。えびの市と湧水町は JR 肥薩線や吉都線を
通じて沿線自治体と繋がり、さらに川内川を通じて
下流の自治体と繋がるなど、河川や鉄道を通じて環
霧島地域構成自治体や他の周辺自治体との連携を行
なってきている。これらの地域が積極的に県境を超
えた連携を図ってきたことが確認できる。2 自治体
が分断されることを拒んできたのか、自然と一体と
して扱われてきたのかについてはさらなる調査が必
要であるが、いずれにせよ歴史的・地理的一体感と
無縁ではないだろう。 
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図４ 環霧島地域の標高と土地利用 
 
越境地域政策は人的交流がなされ、精神的な近さ
のある場所に生じており、その精神的な近さは物理
的な距離に起因する。物理的な距離の近さが歴史的
一体感を生み、歴史的一体感が自治体間の関係性を
蓄積してきたといえそうである。 
 
(3) 「環霧島」を支える重層的な既存の関係性 
 「環霧島」としてのまとまりを支えているのは、
都城市・曽於市やえびの市・湧水町の間に見られる
ような、環霧島地域の設定前から存在してきた地域
間の関係である。これらの関係性が広大なエリアを
有する環霧島地域内で県境に隣接する自治体を強固
に結びつける役割を果たしており、これらの地域が
繋いできた連携が相互に重なり合っていることが環
霧島地域全体としての存立を強化している。 
 新たな地域連携を行う際には、強いリーダーシッ
プをもった人物の存在も必要ではあるが、実効性を
高め、継続性を担保するためには既存の関係性を踏
まえることが必要であることを示しているといえよ
う。 
 一方で、市町村合併によって自治体の面積が広域
化するなかで、既存の地域連携の存在がわかりにく
くなったり、関係性が希薄化していったりしている
側面もある。 
 
5. まとめと今後の展望 
 ここまで環霧島地域における越境的な地域連携の
在り方を地理的・歴史的条件に即して検討してきた。 
「環霧島」としてのまとまりを支えているのは、
湧水・吉富、都城・曽於、の古くからあった関係性
である。換言するならば、既往の実質的な地域のつ
ながりをいかに取り込むことができるかが、越境地
域政策の継続性に繋がる鍵である。 
古くから存在する関係性は、県境を越えて自治体
間に職員レベルの交流を生み出している。この交流
の実態を見ていくことが、これまでの県境を挟んだ
自治体間の関係と今後のあり方の違いを考えていく
上で重要だろう。 
一方で、全国の他の地域についても検討し、越境
地域政策の有無と歴史的・地理的条件の間に一般化
できる関係性が見られるのかさらに突き詰めて考え
る必要もある。 
なお、継続性の担保は別の問題である。個人レベ
ルで生まれた地域連携の芽を継続させていくには、
そのための仕組みづくりが必要である。 
以上のような諸課題の解決は今後の課題としたい。 
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